
（平成２５年１２月１１日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認近畿地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 28 件

厚生年金関係 28 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

厚生年金関係 3 件



近畿（大阪）厚生年金 事案 14507 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間の標準賞与額に係る厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を、平成 18年１月 23日及

び 19年１月 25日は 150万円、20年１月 25 日は 125万円、21年１月 26日は

120万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

            

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成 18年１月 23日 

② 平成 19年１月 25日 

③ 平成 20年１月 25日 

④ 平成 21年１月 26日 

申立期間にＡ社から支給された役員賞与から厚生年金保険料が控除され

ていたのに、当該賞与に係る届出が遅れたため、厚生年金保険法第 75 条の

規定により、年金の給付額に反映されない記録となっているので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された役員賞与支給明細書及び当該賞与に係る当座小切手帳

の記載内容から判断すると、申立人は、申立期間①、②、③及び④において賞

与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、前述の役員賞与支給明細書及び当

座小切手帳に記されている申立人の賞与額及び厚生年金保険料控除額から、平



成 18 年１月 23 日は申立期間当時の標準報酬月額の上限である 150 万円、19

年１月 25 日は 150 万円、20 年１月 25 日は 125 万円、21 年１月 26 日は 120

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期

間当時に事務手続を失念したとして届出を行っていることから、社会保険事務

所（当時）は、申立人の申立期間①、②、③及び④の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14508 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間の標準賞与額に係る厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を、平成 18年１月 23日及

び 19年１月 25日は 150万円、20年１月 25日は 125万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

            

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成 18年１月 23日 

② 平成 19年１月 25日 

③ 平成 20年１月 25日 

申立期間にＡ社から支給された役員賞与から厚生年金保険料が控除され

ていたのに、当該賞与に係る届出が遅れたため、厚生年金保険法第 75 条の

規定により、年金の給付額に反映されない記録となっているので、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された役員賞与支給明細書及び当該賞与に係る当座小切手帳

の記載内容から判断すると、申立人は、申立期間①、②及び③において賞与の

支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、前述の役員賞与支給明細書及び当

座小切手帳に記されている申立人の賞与額及び厚生年金保険料控除額から、平

成 18 年１月 23 日は申立期間当時の標準報酬月額の上限である 150 万円、19



年１月 25日は 150万円、20年１月 25日は 125万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期

間当時に事務手続を失念したとして届出を行っていることから、社会保険事務

所（当時）は、申立人の申立期間①、②及び③の標準賞与額に基づく厚生年金

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14509 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間の標準賞与額に係る厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を 100万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

            

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 21年１月 26日 

申立期間にＡ社から支給された役員賞与から厚生年金保険料が控除され

ていたのに、当該賞与に係る届出が遅れたため、厚生年金保険法第 75条の

規定により、年金の給付額に反映されない記録となっているので、記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された役員賞与支給明細書及び当該賞与に係る当座小切手帳

の記載内容から判断すると、申立人は、申立期間において賞与の支払を受け、

当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、前述の役員賞与支給明細書及び当

座小切手帳に記されている申立人の賞与額及び厚生年金保険料控除額から、

100万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期

間当時に事務手続を失念したとして届出を行っていることから、社会保険事務

所（当時）は、申立人の申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14510 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間の標準賞与額に係る厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を 100万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

            

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 21年１月 26日 

申立期間にＡ社から支給された役員賞与から厚生年金保険料が控除され

ていたのに、当該賞与に係る届出が遅れたため、厚生年金保険法第 75条の

規定により、年金の給付額に反映されない記録となっているので、記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された役員賞与支給明細書及び当該賞与に係る当座小切手帳

の記載内容から判断すると、申立人は、申立期間において賞与の支払を受け、

当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、前述の役員賞与支給明細書及び当

座小切手帳に記されている申立人の賞与額及び厚生年金保険料控除額から、

100万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期

間当時に事務手続を失念したとして届出を行っていることから、社会保険事務

所（当時）は、申立人の申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14511 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成 15年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 10 月 31 日から同年 11 月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社における資

格喪失日が平成 15年 10月 31日と記録されていることが分かった。 

 Ａ社には平成 15年７月７日から同年 10月 31日まで勤務しており、当該

期間に係る雇用保険被保険者離職票の離職日も同年10月31日となっている

ので、同社における資格喪失日を同年 11 月１日に訂正し、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録から、申立人が申立期間もＡ社に勤務していたことが

確認できる。 

また、Ａ社は、月末在職者の厚生年金保険料は当月の給与から控除してい

たので、申立人の平成 15年 10月の厚生年金保険料は同年 10月分の給与から

控除したと思う旨回答しているところ、複数の同僚から提出された給与明細

書における厚生年金保険料は当月控除である上、金融機関から提出された申

立人に係る普通預金元帳の記録において、同社から申立人に振り込まれた同

年９月及び同年 10月の振込額は同額であり、当該振込額については、オンラ

イン記録の標準報酬月額を給与支給額として、当該給与支給額から法定の厚

生年金保険料等の公租公課を控除した後の額と一致している。 

これらの事実を総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金



保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成 15

年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、20 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明と回答しているが、事業主が資格喪失日を平成 15 年 11

月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年 10 月 31 日

と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 10月の厚生年金保

険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還

付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



近畿（京都）厚生年金 事案 14512 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間の標準賞与額に係る厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を 13 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

            

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 22年 12月 24日 

申立期間にＡ社から支給された賞与から厚生年金保険料が控除されてい

たのに、厚生年金保険法第 75条の規定により、年金の給付額に反映されな

い記録となっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細書及び平成 22 年分給与所得に対する所得税源

泉徴収簿から判断すると、申立人は、申立期間において賞与の支払を受け、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、前述の賞与明細書及び源泉徴収簿

に記されている申立人の賞与額及び厚生年金保険料控除額から、13 万円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期

間当時の事務手続を失念したとして届出を行っており、当該保険料に係る納付

義務を履行していないと認めていることから、年金事務所は、申立人に係る申

立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。              



近畿（大阪）厚生年金 事案 14513 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成 10年 10月１日から 11年６月１日までの期間につい

て、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、20 万円で

あったことが認められることから、申立人の当該期間に係る標準報酬月額の記

録を、20万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年６月１日から 11年６月１日まで 

平成 22 年 10 月頃に、Ａ社の同僚に係る厚生年金保険の加入記録につい

ての問い合わせ文書が、年金記録確認第三者委員会から届いたので、自身

の同社における年金記録が気になり、年金事務所に照会したところ、申立

期間の標準報酬月額が実際の給与額より低く記録されていることが分かっ

た。 

Ａ社では、毎月 30万円の給与が支給され、当該給与から約２万円の厚生

年金保険料が控除されていたので、申立期間の標準報酬月額を実際の給与

額に見合った額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間のうち、平成 10 年 10 月１日

から 11年６月１日までの期間に係る標準報酬月額は、当初、20万円と記録さ

れていたところ、同年５月 31日付けで、10年 10月１日に遡って 11万円に引

き下げられていることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保

険の被保険者記録の確認できる 19人の同僚についても、申立人と同様に、平

成 11年５月 31日付けで、９年 10月１日又は 10年 10月１日に遡って標準報

酬月額が減額訂正されていることが確認できる。 

さらに、Ａ社を管轄する年金事務所から提出された債権消滅不納欠損決議

書及び当該決議書に係る添付資料を見ると、平成 11 年２月 24 日に同社の事

業主が社会保険事務所に来所した際に、同事務所が、従業員の標準報酬月額



を変更する届出及び納付計画の策定を事業主に指示した旨の記載がある上、

16 年７月２日に同社に係る滞納保険料を不納欠損として整理し、同社に対す

る滞納処分を執行停止していることが確認できる。 

加えて、Ａ社に係る商業登記簿謄本において、申立人が同社の役員に就任

した事跡は見当たらない。これらを総合的に判断すると、申立人について、

平成 11 年５月 31 日付けで行われた遡及訂正処理は事実に即したものとは考

え難く、社会保険事務所が行った当該遡及訂正処理に合理的な理由はなく、

有効な記録の訂正があったとは認められないことから、申立期間のうち、10

年 10 月１日から 11 年６月１日までの期間に係る標準報酬月額については、

当初、事業主が社会保険事務所に届け出た、20万円とすることが必要である。 

一方、申立期間のうち、平成 10 年６月１日から同年 10 月１日までの期間

に係る標準報酬月額については、同年６月１日の資格取得時の決定が適切な

時期に処理されており、当該決定について遡及訂正処理をうかがわせる事情

は見当たらず、社会保険事務所の処理が不合理であったとは言えない。 

また、申立人は、申立期間における給与額は約 30万円、各月の厚生年金保

険料控除額は約２万円であった旨主張しているところ、申立人から提出され

た預金通帳を見ると、平成 10 年７月から 11 年５月まで毎月１回、オンライ

ン記録の標準報酬月額を超える額がＡ社から入金されていることが確認でき

るものの、同社の元事業主は、「賃金台帳等の関連資料は破産管財人に提出し

ており、申立人に係る給与支給額及び保険料控除の状況について確認するこ

とはできない。」と回答している上、当該破産管財人は、「Ａ社が破産した当

時、同社の賃金台帳等については引き継ぐことができなかった。」旨回答して

いることから、申立人の申立期間における報酬月額及び厚生年金保険料控除

の状況について確認することができない。 

このほか、申立人が主張する給与支給額に基づく厚生年金保険料が控除さ

れていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14514 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格取得日に係る記録を昭和 39年５月 21日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を３万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年５月 21日から 40年１月５日まで 

厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務し

た期間のうち、申立期間の記録が無いとの回答を受けた。 

申立期間についても、Ａ社Ｃ支店において、退職することなく継続して

勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元同僚の陳述から判断すると、申立人は、申立期間もＡ社に継続し

て勤務し（Ａ社本社から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、Ａ社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿において、申立人とほぼ同時期に同社本社から同社Ｃ支店に異動した

とする元同僚の被保険者の資格取得日が、昭和 39年５月下旬となっているこ

とから判断すると、同人及び申立人の同社本社における資格喪失日と同日の

同年５月 21日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における

昭和 40年１月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか



否かについては、事業主は資料が無く不明としており、このほかにこれを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14515 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成 16年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 15万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年 10月 31日から同年 11月１日まで 

厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ社からＢ社に転籍した時期

に当たる申立期間に１か月の空白期間があることが分かった。 

申立期間の前後を通じて業務内容に変化はなく、継続して勤務していたこ

とから、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る商業登記簿謄本において、同社の取締役であることが確認でき、

かつ、申立期間当時に同社の実質的な代表者であったとする者の陳述から、申

立人が申立期間も同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、前述の取締役は、「自身が管理するＡ社及びＣ社の従業員を、新しく

設立したＢ社に転籍させた。その際、それぞれの従業員は、いずれも給与形態

及び勤務形態に変更はなく、継続して雇用しており、厚生年金保険料も継続し

て給与から控除していたはずである。」旨陳述している。 

さらに、前述の取締役及び申立人が一緒に勤務したとする元同僚に係る厚生

年金保険の被保険者記録を見ると、これらの者は、Ｃ社において平成 16年 11

月１日に被保険者資格を喪失し、同日にＢ社において被保険者資格を取得して

おり、両社に係る被保険者期間は継続していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 



また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成 16

年９月の社会保険事務所（当時）の記録から 15万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、前述の取締役が申立人の資格喪失日を誤って届出したことを認めているこ

とから、事業主が平成 16年 10 月 31日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の厚生年金保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事

業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14516 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業部におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 30 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

 住    所 ：  

   

   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 30年５月 21日から同年７月１日まで 

 厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の被保険者記録が無いことが分かった。申立期間も継

続して勤務しており、記録が無いのは納得できないので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

  

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の回答、申立人及び元同僚から提出された申立期間当時の写真並びに複

数の元同僚の陳述から判断すると、申立人は、申立期間においてＡ社に継続し

て勤務し（Ａ社Ｃ事業部から同社Ｄ事業部に異動）、申立期間の厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、Ａ社Ｄ事業部が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのが昭和 30年７月１日であることから、同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業部における

昭和 30 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から 6,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから行ったとは認められない。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14517 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を、平成４年３月から同年９月までは 14万 2,000円、同年 10月から

６年１月までは 19万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年３月１日から６年２月 21日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際の給与額よ

りも低く記録されている。当時の給与明細書を提出するので、申立期間の

標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係るオンライン記録において、申立人の標準報酬月額は当初、申立

期間のうち、平成４年３月から同年９月までは 14 万 2,000 円、同年 10 月か

ら６年１月までは 19 万円と記録されていたところ、同年２月 10 日付けで、

４年３月１日に遡って８万円に引き下げられ、当該事業所が厚生年金保険の

適用事業所に該当しなくなった日（平成６年２月 21日）まで継続しているこ

とが確認できる。 

また、申立人から提出された給与明細書に記載された給与総支給額に基づ

く標準報酬月額は、上記訂正前の標準報酬月額と一致することが確認できる。 

さらに、オンライン記録によると、Ａ社において申立人のほか９人の厚生

年金保険被保険者について、申立人と同様に平成６年２月 10日付けで、遡っ

て標準報酬月額が訂正されていることが確認できる。 

加えて、年金事務所から提出された不納欠損整理簿によると、遡及訂正当

時、Ａ社において厚生年金保険料等の滞納があったことが確認できる上、同

社の元事業主は、「当時、保険料の滞納額を清算するための方法について社

会保険事務所に相談したところ、同事務所から指示を受け、それに従った処

理を行った。」と陳述している。 



これらを総合的に判断すると、平成６年２月 10日付けで行われた遡及訂正

処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、４年３月１日に遡

って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由は見当たらないことから、

当該減額処理に係る有効な記録の訂正があったとは認められず、申立人の申

立期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け

出た額とし、同年３月から同年９月までは 14 万 2,000 円、同年 10 月から６

年１月までは 19万円に訂正することが必要である。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14518 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 42年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 2,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年７月 31日から同年 11月１日まで 

私は、昭和 42 年２月から約半年間、Ａ社本社に研修のため勤務した後、

Ｂ社に 45年４月まで勤務したが、同社に異動した際の、申立期間の厚生年

金保険の被保険者記録が空白になっている。途中で退社した記憶は無く、

継続して勤務していたので、当該期間も被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の申立期間当時の事業主の陳述、Ｂ社の元経理担当者の陳述及び雇用保

険の加入記録から判断すると、申立人は、Ａ社及び同社の関連事業所であるＢ

社に継続して勤務し（Ａ社からＢ社に転籍）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、Ａ社の当時の事業主が、「Ｂ社が厚生年金保険の

適用事業所となる昭和 42年 11月１日までの期間は、引き続きＡ社において給

与を支給していた。」と回答していることから、同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 42

年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 2,000円とすることが妥当

である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は既に解散している上、当時の事業主は、前述の回答後に死亡して

おり、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、



明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。



近畿（和歌山）厚生年金 事案 14519 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社本社における資格取得日に

係る記録を昭和 39 年７月 28 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万

2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年７月 28日から同年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が

無い。当該期間も同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の回答及び雇用保険の加入記録から判断すると、申立人は、同社に継

続して勤務し（Ａ社Ｂ支社から同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、Ａ社から提出された健康保険被保険者資格喪失

確認通知書の申立人に係る資格喪失日が、昭和 39年８月１日から同年７月 28

日に訂正され、備考欄に『本社』と記載されていることから、同年７月 28日

とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における昭

和 39年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 2,000円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が上記訂正後の被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらないことから、行ったとは認められない。



近畿（京都）厚生年金 事案 14520 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、3,000円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

住    所 ：   

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年３月 29日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に支給された賞与について、標準

賞与額の記録が無い。当該賞与から厚生年金保険料が控除されていたので

標準賞与額の記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額について申し立てているが、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準賞与額を決

定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控

除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに

基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、申立人から提

出された賞与明細書から確認できる厚生年金保険料控除額から、3,000円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の申立期間に係る賞与について、社会保険事務所（当時）に対す

る届出を行っておらず、厚生年金保険料についても納付していないことを認め

ていることから、社会保険事務所は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基

づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。



近畿（奈良）厚生年金 事案 14521 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、15 万 9,000 円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年３月 29日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に支給された賞与について、標準

賞与額の記録が無い。当該賞与から厚生年金保険料が控除されていたので

標準賞与額の記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された同僚対象者リスト（賞与が支払われた従業員のリスト）

により、申立人は申立期間に賞与を支給され、複数の元従業員から提出された

賞与明細書から厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認めら

れる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人

の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標

準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記の同僚対

象者リストから推認できる賞与支給額から、15 万 9,000 円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の申立期間に係る賞与について、社会保険事務所（当時）に対す

る届出を行っておらず、厚生年金保険料についても納付していないことを認め

ていることから、社会保険事務所は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基

づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。



近畿（京都）厚生年金 事案 14522 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、15 万 9,000 円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年３月 29日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に支給された賞与について、標準

賞与額の記録が無い。当該賞与から厚生年金保険料が控除されていたので

標準賞与額の記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された同僚対象者リスト（賞与が支払われた従業員のリスト）

により、申立人は申立期間に賞与を支給され、複数の元従業員から提出された

賞与明細書から厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認めら

れる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人

の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標

準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記の同僚対

象者リストから推認できる賞与支給額から、15 万 9,000 円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の申立期間に係る賞与について、社会保険事務所（当時）に対す

る届出を行っておらず、厚生年金保険料についても納付していないことを認め

ていることから、社会保険事務所は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基

づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。



近畿（兵庫）厚生年金 事案 14523 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 52年１月 20日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 32万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年 12 月 21 日から 52 年１月 20 日まで 

私は、Ａ社のＢ支店に勤務していたが、同社がＣ社を設立し、同社に転

籍した時期である申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が空白となって

いる。当該期間は、勤務地、業務内容及び雇用形態に変更はなく、継続し

て勤務していたので被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給料明細書及び複数の同僚の陳述から判断すると、申

立人は、Ａ社及び関連会社において継続して勤務し（Ａ社からＣ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

なお、異動日については、上記の複数の同僚が、「昭和 52 年１月 20 日にＡ

社のＢ支店に勤務していた全員が、同日に設立されたＣ社に転籍した。」と陳

述していることから、同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記の給料明細書で確認できる

報酬月額及び厚生年金保険料控除額から 32万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しているものの、申立人に係る被保険者資格について、厚生年

金保険及びＤ厚生年金基金のいずれの被保険者記録においても、資格喪失日は

昭和 51年 12 月 21日であり、社会保険事務所（当時）及び同厚生年金基金の



いずれもが誤って同日と記録することは考え難いことから、事業主は同日を資

格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年 12 月の

保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。



近畿（兵庫）厚生年金 事案 14524 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 52年１月 20日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年 12 月 21 日から 52 年１月 20 日まで 

私は、Ａ社のＢ支店に勤務していたが、同社がＣ社を設立し、同社に転

籍した時期である申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が空白となって

いる。当該期間は、勤務地、業務内容及び雇用形態に変更はなく、継続し

て勤務していたので被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

上司と同僚の陳述及び当該上司から提出された給料明細書から判断すると、

申立人は、Ａ社及び関連会社において継続して勤務し（Ａ社からＣ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

なお、異動日については、上記の上司が、「昭和 52 年１月 20 日にＡ社のＢ

支店に勤務していた全員が、同日に設立されたＣ社に転籍した。」と陳述して

いることから、同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 51

年 11月の社会保険事務所（当時）の記録から８万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しているものの、申立人に係る被保険者資格について、厚生年

金保険、Ｄ厚生年金基金及び雇用保険のいずれの被保険者記録においても、資

格喪失日は昭和 51年 12月 21日であり、社会保険事務所、同厚生年金基金及



び公共職業安定所のいずれもが誤って同日と記録することは考え難いことか

ら、事業主は同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立

人に係る同年 12 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。



近畿（兵庫）厚生年金 事案 14525 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 52年１月 20日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 15万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年 12 月 21 日から 52 年１月 20 日まで 

私は、Ａ社のＢ支店に勤務していたが、同社がＣ社を設立し、同社に転

籍した時期である申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が空白となって

いる。当該期間は、勤務地、業務内容及び雇用形態に変更はなく、継続し

て勤務していたので被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

上司と同僚の陳述及び当該上司から提出された給料明細書から判断すると、

申立人は、Ａ社及び関連会社において継続して勤務し（Ａ社からＣ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

なお、異動日については、上記の上司が、「昭和 52 年１月 20 日にＡ社のＢ

支店に勤務していた全員が、同日に設立されたＣ社に転籍した。」と陳述して

いることから、同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 51

年11月の社会保険事務所（当時）の記録から15万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しているものの、申立人に係る被保険者資格について、厚生年

金保険及びＤ厚生年金基金のいずれの被保険者記録においても、資格喪失日は

昭和 51年 12 月 21日であり、社会保険事務所及び同厚生年金基金のいずれも



が誤って同日と記録することは考え難いことから、事業主は同日を資格喪失日

として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年 12 月の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14526 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は、平成３年２月 28 日であると認められ

ることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日の記録を訂正

することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については 16万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年８月 31日から３年２月 28日まで 

  Ａ社に正社員として勤務し、Ｂ業務に従事していたが、申立期間の厚生年

金保険の被保険者記録が無い。当該期間について厚生年金保険被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、Ａ社は、平成３年２月 28日に厚生年金保険の適用

事業所ではなくなって（以下「全喪」という。）おり、その原因について、社

会保険事務所（当時）が職権で処理したことを示す「認喪」と記録されている

ことから、当該全喪処理は社会保険事務所の職権により行われたことが確認で

きるところ、同日に、申立人の２年 10 月の定時決定が取り消され、同年８月

31 日に同社において資格を喪失した旨の処理が行われていることから、申立

人の資格の喪失に係る処理も、社会保険事務所の職権により行われたことがう

かがえる。 

また、日本年金機構Ｃ事務センターは、上記の処理について「事業所が認

定全喪となった場合、被保険者ごとに退職が判明すれば、全喪日と異なる資格

喪失日となる場合もある。」と回答している。 

しかしながら、申立人の所持する平成２年の確定申告書（写し）から、申

立人が同年 12 月まではＡ社に継続して勤務していたことが推認できる上、事

業主及び複数の同僚は、申立人が３年２月まで同社に勤務していた旨陳述して

いることから、申立人が申立期間において同社に継続して勤務していたことが

認められる。 



また、前述の同僚を含めた複数の者に係る資格喪失処理は、申立人の資格

喪失処理と同日に行われているところ、これらの者の資格喪失日はＡ社の認定

全喪日である平成３年２月 28日となっていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社における資格喪失日は、平成

３年２月 28日であると認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における当初の

社会保険事務所に対する届出の記録から、16万円とすることが妥当である。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14527 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格喪失日に係る記録を昭和 36 年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を 8,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

    

    

    

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年１月 20日から同年２月１日まで 

 年金事務所から申立期間当時の同僚の年金記録が訂正された旨の案内が

あったので、自身の記録を確認したところ、私も、申立期間が厚生年金保険

に未加入となっていることが分かった。当該期間も継続して勤務していたの

で、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社Ｃ支店からＤ社に転籍した際の勤務状況等についての詳細な

陳述及び複数の同僚の陳述等から判断すると、申立人は、Ａ社及び関連会社で

あるＤ社に継続して勤務し（Ａ社Ｃ支店からＤ社に転籍）、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 なお、異動日については、Ｄ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭

和 36年２月１日であることから、同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 35年 12月の社会保険出張所（当時）の記録から、8,000円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、Ｂ社は不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険出張所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。

  



近畿（大阪）厚生年金 事案 14528 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格喪失日に係る記録を昭和 36 年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を 8,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

    

    

    

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年１月 20日から同年２月１日まで 

  年金事務所から申立期間当時の同僚の年金記録が訂正された旨の案内が

あったので、自身の記録を確認したところ、私も、申立期間が厚生年金保険

に未加入となっていることが分かった。当該期間も継続して勤務していたの

で、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社Ｃ支店からＤ社に転籍した際の勤務状況等についての詳細な

陳述及び複数の同僚の陳述等から判断すると、申立人は、Ａ社及び関連会社で

あるＤ社に継続して勤務し（Ａ社Ｃ支店からＤ社に転籍）、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

  なお、異動日については、Ｄ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭

和 36年２月１日であることから、同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 35年 12月の社会保険出張所（当時）の記録から、8,000円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、Ｂ社は不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険出張所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。

 



近畿（兵庫）厚生年金 事案 14529 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格喪失日に係る記録を昭和 36 年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を１万円とすることが必要である。 

  なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

    

    

    

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年１月 20日から同年２月１日まで 

  年金事務所から申立期間当時の同僚の年金記録が訂正された旨の案内が

有ったので、自身の記録を確認したところ、私も、申立期間が厚生年金保険

に未加入となっていることが分かった。当該期間も継続して勤務していたの

で、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の陳述等から判断すると、申立人は、Ａ社及び関連会社であるＤ

社に継続して勤務し（Ａ社Ｃ支店からＤ社に転籍）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

  なお、異動日については、Ｄ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭

和 36年２月１日であることから、同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 35年 12月の社会保険出張所（当時）の記録から、１万円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、Ｂ社は不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険出張所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。

 



近畿（和歌山）厚生年金 事案 14530 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格喪失日に係る記録を昭和 36 年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を 8,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

    

    

    

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年１月 20日から同年２月１日まで 

 年金事務所から申立期間当時の同僚の年金記録が訂正された旨の案内が

有ったので、自身の記録を確認したところ、私も、申立期間が厚生年金保険

に未加入となっていることが分かった。当該期間も継続して勤務していたの

で、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の陳述等から判断すると、申立人は、Ａ社及び関連会社であるＤ

社に継続して勤務し（Ａ社Ｃ支店からＤ社に転籍）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 なお、異動日については、Ｄ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭

和 36年２月１日であることから、同日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 35年 12月の社会保険出張所（当時）の記録から、8,000円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、Ｂ社は不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険出張所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。

  



近畿（大阪）厚生年金 事案 14531 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和 27 年４月 30 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 27年４月 30日から同年６月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間は厚生年金保険の被保険者期間となっていないことが

判明した。 

昭和 27 年３月１日付けでＡ社Ｃ事務所から同社本社に異動の辞令を受け、

申立期間に異動したので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社が交付した辞令（異動、昇給等）及び複数の同僚

の陳述から判断すると、申立人は、申立期間に同社に継続して勤務し（Ａ社Ｃ

事務所から同社（本社）に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人は、「昭和 27年４月から遅くとも５月中旬

までには本社に異動した。」と陳述している上、Ａ社Ｃ事務所における厚生年

金保険被保険者の資格喪失日が昭和 27年４月 30日であることから、同日とす

ることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る厚生年金保険被保

険者台帳において確認できる昭和 27 年６月の記録から、8,000 円とすること

が妥当である。 



なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、Ｂ社は不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険出張所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。



近畿（兵庫）厚生年金 事案 14532 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事務所における資格喪失日に係

る記録を昭和 36 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万円とす

ることが必要である。 

  なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年５月１日から同年６月１日まで 

  私は、昭和 36 年４月１日にＡ社に入社し、２か月間同社Ｂ事務所で研修

を受けた後、同年６月１日に同社Ｃ工場に配属され、申立期間も継続して勤

務していたにもかかわらず、年金事務所の記録では、当該期間が厚生年金保

険に未加入となっている。当該期間を被保険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された従業員名簿、同社の回答、同僚の陳述、Ｄ健康保険組合

の回答及び雇用保険の加入記録から判断すると、申立人は、同社に継続して勤

務し（昭和 36年６月１日にＡ社Ｂ事務所から同社Ｃ工場に異動）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

  また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事務所における

昭和 36 年４月の社会保険出張所（当時）の記録から、１万円とすることが妥

当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は

見当らないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険出張所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当ら

ないことから、行ったとは認められない。

 

 

 



近畿（大阪）厚生年金 事案 14533 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間②の標準賞与額に係る記録を２万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年 10月 20日から 20年８月１日まで 

② 平成 16年 12月 21日 

③ 平成 19年 12月 

  申立期間①について、私がＡ社に勤務していた全期間の標準報酬月額の記

録が、実際に支払われていた給料より低すぎるので当該記録を訂正してほし

い。 

  また、申立期間②及び③について、私がＡ社に勤務していた期間のうち、

当該期間において賞与の支払があり、それぞれの賞与から厚生年金保険料が

控除されていたので被保険者記録を訂正してほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、当時、Ａ社の給与及び賞与の計算を代行していた事

業者（以下「給与等計算事業者」という。）から提出された賞与台帳により、

申立人は、当該期間に同社から賞与が支給され、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②の標準賞与額については、前述の賞与台帳において確

認できる賞与支給額及び保険料控除額から、２万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社は平成 20 年８月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っている上、申立期間②当時の事業主から回答を得られず、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断



せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間①について、申立人は、当該期間の標準報酬月額の相違について

申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決

定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉

控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基

づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、前述の給与等計算事業者から提出された給与台帳によると、

申立期間①において、申立人は、オンライン記録の標準報酬月額を超える給

与総額が支給されていたことが認められるものの、厚生年金保険料控除額に

基づく標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していること

が確認できることから、当該期間について、特例法による保険給付の対象に

当たらないため、あっせんは行わない。 

 

３ 申立期間③について、前述の給与等計算事業者は、「賞与台帳データが無

いことから、Ａ社の全従業員に対して平成 19 年中に賞与は支給されていな

かったと思う。申立人については、16 年に賞与が支給されたのが最後であ

る。」と陳述している。 

また、Ｂ市から提出された申立人に係る税務関係資料で確認できる平成

19 年分の収入金額及び社会保険料控除額は、同年分の給与台帳（給与のみ

について記載）において確認できる通勤手当を除いた給与総額及び社会保険

料控除額とそれぞれ一致しており、当該税務関係資料においても、申立期間

③の賞与支給及び厚生年金保険料控除を確認することができない。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間③当時、Ａ社における厚生

年金保険被保険者は 16人（申立人を除く。）であり、全員について当該期間

に係る賞与記録は見当たらない。 

このほか、申立期間③について、申立人の主張する賞与の支給及び厚生

年金保険料控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間③について、申立人がその主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14534 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成６年 10 月１日から８年 10 月１日までの期間につい

て、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったことが認められることから、申立人の当該期間に

係る標準報酬月額の記録を 41万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち、平成７年 10 月１日から８年 10 月１日までの期間

に係る標準報酬月額については、上記訂正後の標準報酬月額（41 万円）を 47

万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

申立期間のうち、平成８年 10 月１日から 10 年２月１日までの期間に係る

標準報酬月額については、47万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成６年 10月１日から 10年２月１日まで 

Ａ社で勤務した申立期間の標準報酬月額が９万 8,000 円と記録されてい

るが、平成６年分から９年分までの源泉徴収票を持っており、当時の給与

は９万 8,000 円より高額であるので、申立期間の標準報酬月額の記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、平成６年 10月１日から８年 10月１日までの期間につい

て、オンライン記録によると、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、当

初、41 万円と記録されていたところ、７年９月 20 日及び同年９月 27 日付

けで、遡って９万 8,000円に減額訂正されている上、当該減額訂正時にＡ社



で被保険者であった 10 人全員についても、申立人と同様に、標準報酬月額

が減額訂正されていることが確認できる。 

また、Ａ社に係る滞納処分票により、申立期間当時、同社は厚生年金保険

料を滞納していたことが確認できる。 

さらに、Ａ社の申立期間当時の代表取締役は、「当時厚生年金保険料を滞

納していたので、社会保険事務所の担当者の提案に基づき、標準報酬月額の

減額訂正の手続を行った。」旨陳述している。 

一方、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、申立人は申立期間に監査役で

あったことが確認できるが、上記代表取締役は、「申立人は監査役であった

が、身分的には一般の社員と同等であり、社会保険事務は担当していなかっ

た。」と陳述していることから、申立人は当該標準報酬月額の減額訂正処理

に関与していなかったものと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、平成７年９月 20日及び同年９月 27日付け

で行われた遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、

６年 10 月１日に遡って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由が見当

たらないことから、有効な記録の訂正があったとは認められない。このため、

当該期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届

け出た 41万円に訂正することが妥当である。 

 

２ 申立期間のうち、平成７年 10月１日から８年 10月１日までの期間につい

て、申立人から提出された当該期間に係る給与所得の源泉徴収票（以下「源

泉徴収票」という。）によると、支払金額に見合う標準報酬月額及び厚生年

金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、上記訂正後の標準報酬月額（41

万円）を上回っていることが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除してい

たと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

したがって、当該期間に係る標準報酬月額については、当該源泉徴収票に

おいて推認できる厚生年金保険料控除額から、47 万円に訂正することが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は申立人に係る当該期間の報酬月額を社会保険事務所に対して

減額して届け出たことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人に

係る当該期間の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務 



を履行していないと認められる。 

 

３ 申立期間のうち、平成８年 10月１日から 10年１月１日までの期間につい

て、オンライン記録によると、当該期間に係る標準報酬月額は９万 8,000

円であることが確認できるところ、申立人から提出された当該期間に係る源

泉徴収票によると、支払金額に見合う標準報酬月額及び厚生年金保険料控除

額に見合う標準報酬月額は、各月とも、オンライン記録の標準報酬月額を上

回っていることが確認できる。 

  また、申立期間のうち、平成 10 年１月１日から同年２月１日までの期間

について、源泉徴収票は無いものの、当時の代表取締役は、「前月と同額の

給与を支給し、前月と同額の厚生年金保険料額を控除した。」と陳述してい

る上、同僚の賃金台帳及び源泉徴収票により、当該同僚は、当該期間も前月

と同額の給与が支給され、同額の厚生年金保険料額が控除されていることが

確認できることから、申立人は、当該期間も前月と同額の給与が支給され、

前月と同額の厚生年金保険料額が控除されていたものと推認できる。 

したがって、申立期間のうち、平成８年 10月１日から 10年２月１日まで

の期間に係る標準報酬月額については、特例法に基づき、源泉徴収票等にお

いて推認できる厚生年金保険料控除額から、47 万円に訂正することが妥当

である。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る当該期間の報酬月額を社会保険事務所に対し

減額して届け出たことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人に

係る当該期間の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



近畿（京都）厚生年金 事案 14535 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

 住    所 ：  

   

   

   

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54年９月から 55年２月１日まで 

          ② 昭和 55年３月 30日から同年４月１日まで 

 厚生年金保険の加入記録を年金事務所に照会したところ、Ａ社Ｂ事業部

（現在は、Ｃ社）に勤務した期間のうち、申立期間①及び②の被保険者記録

が無いことが分かった。 

 Ａ社Ｂ事業部においては、昭和 54 年９月の勤務開始当初から厚生年金保

険料を控除されており、55 年３月末まで勤務したので、申立期間①及び②

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社Ｂ事業部に係る申立期間①中の昭和 54 年 10 月

31 日付けのＤ資料の内容が申立人及び同僚の陳述と符合することから、期間

は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことがうかがえる。 

しかし、Ｃ社は、「当時の資料を保存しておらず、申立人の勤務実態及び厚

生年金保険料控除については確認できない。」旨陳述している上、Ａ社Ｂ事業

部に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間①に被保険

者記録が有り、所在が判明した 14人に照会し７人から回答を得たが、申立人

を記憶している者はおらず、申立人の申立期間①における勤務実態及び厚生

年金保険料控除について確認することができない。 

また、前述の被保険者名簿によると、申立人が、Ａ社Ｂ事業部において、

自身と同職種でほぼ同時期に勤務し始めたとする同僚２人のうち１人の資格

取得日は、申立人と同日の昭和 55年２月１日となっている上、ほかの１人に

ついては、当該被保険者名簿に氏名が見当たらないことから、同社では、必

ずしも全ての従業員を勤務開始当初から厚生年金保険の被保険者資格を取得



させていたわけではなかったことがうかがえる。 

さらに、前述の回答があった７人のうち２人は、Ａ社Ｂ事業部に勤務して

いた期間に、厚生年金保険の空白期間があるとしているものの、同人らから

当該空白期間の給与から厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせ

る陳述は得られない。 

申立期間②について、Ｃ社は当時の資料を保存していないとしている上、

前述の回答があった７人は、申立期間②においても被保険者記録が有るもの

の申立人を覚えていないとしており、これらから、申立人の申立期間②に係

る勤務実態及び厚生年金保険料控除を確認することができない。 

また、前述の被保険者名簿において、Ａ社Ｂ事業部が厚生年金保険の適用

事業所となった昭和 47 年２月１日から申立人が被保険者資格を喪失した 55

年３月 30 日までの期間に、被保険者資格を取得している 55 人の資格喪失日

について見ると、月初の１日と記録されている者は２人のみであり、ほかの

53 人は月の途中の日付又は月の末日となっていることからすると、申立人の

みが不自然な記録であるとまでは言えない。 

このほか、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関

連資料は無く、保険料控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14536 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 24年９月 12日から 27年６月 21日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務し

た期間のうち、申立期間の被保険者記録が無いことが分かった。 

申立期間中の昭和 25年秋頃に、Ａ社において野球部が結成され、その際

に作られたユニフォームを着用した写真が残っているほか、26 年春に行わ

れた同社の社員慰安旅行に参加した記憶があるので、申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間もＡ社に継続して勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、同社は平成 16年に解

散しており、申立期間当時の代表取締役は所在が不明である上、同社の解散

当時の代表取締役は、「申立期間当時の関係資料は残っていない。」と回答し

ているため、これらから申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保

険料控除の状況を確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

に被保険者記録が有り、連絡先が判明した複数の元従業員に照会を行い回答

を得たものの、申立人が申立期間に同社に勤務していたことをうかがわせる

陳述を得ることはできなかった。 

さらに、申立人は、申立期間中の昭和 25年秋頃に撮影したとするＡ社の野

球部のユニフォームを着た自身の写真を提出し、26 年春に行われた社員慰安

旅行にも参加した記憶がある旨主張しているが、前述の回答があった複数の

元従業員は、「申立期間当時のＡ社には、野球部は無く、野球好きの若い従業

員が集まって野球をしていた。当時、ユニフォームは無かったと思う。」、ま



た、23年にＡ社に入社したとする元従業員は、「入社後、１か月ほどで社員慰

安旅行が行われた。」旨それぞれ陳述しており、同人らが陳述する内容と申立

人が主張する内容とは一致しない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除を確認できる

関連資料は無く、保険料控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14537 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年４月１日から同年９月１日まで 

 年金事務所の記録では、Ａ事業所（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険

被保険者の資格取得日は昭和 30 年９月１日と記録されているが、同事業所

には同年４月１日から勤務していたので、申立期間を厚生年金保険被保険者

期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の陳述により、申立人は、申立期間もＡ事業所に勤務していたこ

とが推認できる。 

しかしながら、Ｂ社の事業主は、「申立期間当時の事業主は既に死亡してい

る上、当社は、平成６年に実質的に廃業しており、申立人に係る人事記録等の

資料は残存していない。」と回答していることから、申立人の申立期間におけ

る厚生年金保険料控除の状況等について確認することができない。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、被保険者記

録が確認できる従業員 10 人に照会したところ、回答のあった６人の陳述によ

り、複数の従業員について、同事業所における勤務開始日と厚生年金保険の資

格取得日に１年ないし３年５か月の相違があることが判明したことから、昭和

35 年４月１日に法人となる前のＡ事業所では、厚生年金保険には、勤務開始

と同時に加入させるのではなく、相当期間経過後に加入させる取扱いであった

ことがうかがえる。 

さらに、申立人は、「申立期間において、Ａ事業所で支給された給料から厚

生年金保険料が控除されていた。」と主張しているものの、複数の同僚は、法

人化前の厚生年金保険の未加入期間における保険料控除について、「当該期間

に給料明細書をもらった記憶が無いので、保険料控除の有無については分から



ない。」旨陳述している。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 




